平成24年度９月補正予算　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名: 激変緩和事業費交付金（障がい者）

（障害者自立支援対策臨時特例基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　障害福祉課　自立支援係　電話番号：058-272-1111（内2615）

　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：110,591千円
（現計予算額：73,809千円　　　補正後予算額：184,400千円）

	要求内容


	１　要求の内容


○　障害者自立支援対策臨時特例交付金に基づく基金事業については、平成23年度国第４次補正予算において、積み増しと平成24年度までの期間延長が行われることとなり、厚生労働省からは平成24年３月２日付けで基金を活用して行う特別対策事業の内容が示された。
　　このため、平成24年５～６月に改めて、市町村及び事業者に対してニーズ（要望額）調査を実施し、その結果を踏まえ、補正要求するもの。
・実施主体

　　市町村（又は県）

・県負担・補助率

　　国（基金繰入金）１／２、県（基金繰入金）１／４、市町村１／４
	２　所要経費


  ■新体系定着支援事業　73,149千円→180,000千円（106,851千円）
　　・旧体系から新体系移行後の介護報酬の差額（９割）保障
　■就労系事業利用に向けたアセスメント実施連携事業　360千円→3,000千円（2,640千円）
　　・障がい者への暫定支給決定実施のための関係機関との調整への助成
　■地域移行支度経費支援事業　300千円→1,400千円（1,100千円）
　　・入所者が地域生活に移行する際、必要な物品購入への助成
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


○　障害者自立支援法の施行（H18.４月一部施行・H18.10月全面施行）にあたっては、当初から問題点が指摘されていたため、国は障害者自立支援対策臨時特例交付金を創設し、事業運営の安定化や新法による制度への移行促進等を行ってきた。
　　・平成18年12月  障害者自立支援対策臨時特例交付金の創設
　　・平成20年10月　「生活対策」に基づき国補正予算で基金の延長・積増し
　　・平成21年 ４月　「経済危機対策」に基づき国補正予算で基金の積増し
　　・平成22年10月  「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」に基づき国補正予算で基金の積増し
   ・平成24年 １月　国4次補正予算で基金の延長・積み増し
	３　これまでの取組に対する評価


○　障害者自立支援対策臨時特例基金による特別対策事業が講じられ、障害者自立支援法に基づく制度の円滑な運用を図ることができた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計

予算額
	73,809
	0
	0
	0
	0
	0
	75
	0
	73,734

	補正

要求額
	110,591
	0
	0
	0
	0
	0
	275
	0
	110,316

	決定額
	110,591
	0
	0
	0
	0
	0
	275
	0
	110,316


